
令和 4 年 3 月

令和 4 年度 令和 13 年度

１．経営戦略策定の目的

２．事業概要

（１）

① 施　設

　本町下水道事業は下水道による生活環境の改善や公共用水域の水質保全を図るため、下水道基本構想に基づき、下
水道処理区域外の区域について市町村設置型の合併浄化槽により汚水処理を行っています。特定地域生活排水処理事
業により公平かつ効率的に維持管理等の見通しについて検討していく必要があります。
　本経営戦略は本町下水道事業の現状とこれらの将来見通しを踏まえ投資等と財政の均衡を図り、将来にわたって安定
的に事業を継続していくための中長期的な経営の基本計画として策定するものです。

広域化・共同化・最適化
実施状況*1 無し

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分 法非適

隠岐の島町下水道事業経営戦略

平成１５年
（１8年）

隠岐の島町

特定地域生活排水処理事業

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無２０．１人/ha

１３４基（令和３年度末現在）

無し

処 理 区 数 １区（下水道処理区域以外）

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実
施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を
含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

～計 画 期 間 ：

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数
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② 使　用　料

3,781 円 3,227 円

3,781 円 3,261 円

3,848 円 3,336 円

③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。

*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

該当無し

該当無し

 イ　指定管理者制度

浄化槽保守点検等維持管理業務を民間業者へ委託してい
ます。

民 間 活 用 の 状 況

令和３年度に策定・公表しました、令和２年度決算「経営比較分析表」を添付しております。【別紙１】
　この経営比較分析表は経営及び施設の状況を表す経営指標を活用し、本町の経年比較や他の類似団体との比較、複
数の指標を組み合わせた分析を行い、経営の現状及び課題を的確かつ簡明に把握することが可能となります。

職 員 数
上下水道課は令和3度現在で16人で、業務は上水道事業、下水道事業に当たっています。職
員給与費の予算措置については、上水道事業に9人、下水道事業に7人を置いている状況で
す。

平成16年度に隠岐の島町に合併し、水道課、下水道課となり、
平成25年度に上下水道課となりました。

該当無し

該当無し

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）
*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）
*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成30年度 実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成30年度

平成31年度 平成31年度

令和2年度 令和2年度

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

基本使用料 　8㎥まで：1,016円　　　　　　　　　　　　　　　　浄化槽電気料　5人槽　　　▲700円
超過使用料　 8㎥を超え20㎥まで：1㎥につき236円　　　　　　　　　　　　  7・10人槽　▲800円
　　　　　　　　20㎥を超え40㎥まで：1㎥につき257円
         　　　　40㎥を超えるもの：1㎥につき283円

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

基本使用料 　8㎥まで：1,016円　　　　　　　　　　　　　　　　浄化槽電気料　5人槽　　　▲700円
超過使用料　 8㎥を超え20㎥まで：1㎥につき236円　　　　　　　　　　　　  7・10人槽　▲800円
　　　　　　　　20㎥を超え40㎥まで：1㎥につき257円
         　　　　40㎥を超えるもの：1㎥につき283円

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

基本使用料 　8㎥まで：1,016円　　　　　　　　　　　　　　　　浄化槽電気料　5人槽　　　▲700円
超過使用料　 8㎥を超え20㎥まで：1㎥につき236円　　　　　　　　　　　　  7・10人槽　▲800円
　　　　　　　　20㎥を超え40㎥まで：1㎥につき257円
         　　　　40㎥を超えるもの：1㎥につき283円
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3．経営の基本方針

4．投資・財政計画（収支計画）

（１）

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

事業完了につき現状維持。

・職員給与費に関する事項：過年度実績（5カ年平均）で算定。

・動力費に関する事項：直近決算値×伸び率で算定。　※伸び率は過年度実績（５カ年平均）に基づく設定。

・修繕費に関する事項：過年度実績（5カ年）の最大値。

・委託費に関する事項：直近決算値×伸び率で算定。　※伸び率は過年度実績（５カ年平均）に基づく設定。

・材料費に関する事項：過年度実績（5カ年）の最大値。

事業完了につき現状維持。

○浄化槽の更新に関する事項
   浄化槽耐用年数を３０年と設定した場合、最も古い浄化槽で平成１５年設置であるため、令和１５年までは更新はないも
   のと考えています。

隠岐の島町下水道基本構想に基づき、生活環境の改善や公共用水域の水質保全を図るため、公平かつ効率的に維持
管理を推進していきます。

○適切で計画的な維持管理
これまでの建設投資に伴う公債費（元利償還費）の負担や維持管理費の増加傾向等、厳しい財政状況を勘案し、コスト縮
減、維持管理全般について逐次再検討しながら、計画的、 効率的に推進します。

○収入の確保
今後、人口が減少するなかで下水道事業に要する経費の財源を確保するため、下水道使用料の収納率向上に取り組み
ます。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 【別紙２】のとおり
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

単価変動による増加を見込んでいます。

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

PPP/PFI などの民間的経営手法の導入については、事業の公共性と効率性
を考え、今後の検討課題と捉えています。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

毎年度、進捗管理（モニタリング）を行い、また、最低でも５年ごとに見直し（ローリング）
を行うことにより、PDCA サイクルにより、本経営戦略の事後検証、更新を行っていきま
す。

職員給与費に関する事項 本町の給与制度によります。

動力費に関する事項 未反映の取り組みや検討予定の取り組みはありません。

修繕費に関する事項 修繕計画に基づく修繕工事を実施すべく財源の確保に努めます。

委託費に関する事項 統合できる委託業務について検討し経費の削減、効率化に努めます。

その他の取組 未反映の取り組みや検討予定の取り組みはありません。

薬品費に関する事項

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組 未反映の取り組みや検討予定の取り組みはありません。

活用できる資産がないため、検討を行っていません。

現在使用料の見直しは検討していませんが、今後人口減少による収入の減
少が予測されるため、公営企業化後に状況を精査しながら、料金改定を行う
予定としています。

使用料の見直しに関する事項

今後検討していきます。

今後検討していきます。

耐用年数を超えるものは計画期間中の１０年以内にはありませんが、国の動
向を注視しながら検討していきます。

未反映の取り組み検討予定の取り組みはありません。広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項
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様式第２号（法非適用企業） 収支計画（R3年度） 特　地
（単位：千円、％）

前々年度 前年度 本年度

R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 R12年度 R13年度

１ (A) 14,991 15,305 14,834 14,418 14,115 13,232 12,827 12,833 12,838 12,818 12,899 12,880 12,936
(1) (B) 3,839 3,945 3,915 3,900 3,900 3,900 3,900 3,900 3,900 3,900 3,900 3,900 3,900

ア 3,815 3,936 3,915 3,900 3,900 3,900 3,900 3,900 3,900 3,900 3,900 3,900 3,900
イ (C)

ウ 24 9
(2) 11,152 11,360 10,919 10,518 10,215 9,332 8,927 8,933 8,938 8,918 8,999 8,980 9,036

ア 4,727 4,517 10,919 10,518 10,215 9,332 8,927 8,933 8,938 8,918 8,999 8,980 9,036
イ 6,425 6,843 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２ (D) 10,796 11,050 11,268 11,413 11,804 11,115 11,142 11,114 11,084 11,029 11,074 11,019 11,038
(1) 10,050 10,361 10,633 10,826 11,259 10,606 10,668 10,673 10,678 10,658 10,739 10,720 10,776

ア 759 759 977 1,013 885 870 935 944 952 934 1,018 1,002 1,060

イ 9,291 9,602 9,656 9,813 10,374 9,736 9,733 9,729 9,726 9,724 9,721 9,718 9,716
(2) 746 689 635 587 545 509 474 441 406 371 335 299 262

ア 746 689 635 587 545 509 474 441 406 371 335 299 262

イ

３ 収支差引　　　(A)-(D) (E) 4,195 4,255 3,566 3,005 2,311 2,117 1,685 1,719 1,754 1,789 1,825 1,861 1,898
１ (F) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

２ (G) 4,195 4,251 3,566 3,005 2,311 2,117 1,685 1,719 1,754 1,789 1,825 1,861 1,898
(1)

(2) (H) 4,195 4,251 3,566 3,005 2,311 2,117 1,685 1,719 1,754 1,789 1,825 1,861 1,898
(3)

(4)

(5)

３ 収支差引　　　(F)-(G) (I) ▲ 4,195 ▲ 4,251 ▲ 3,566 ▲ 3,005 ▲ 2,311 ▲ 2,117 ▲ 1,685 ▲ 1,719 ▲ 1,754 ▲ 1,789 ▲ 1,825 ▲ 1,861 ▲ 1,898

収
益
的
収
入

そ の 他

そ の 他

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

他 会 計 借 入 金

工 事 負 担 金

地 方 債

営 業 費 用

そ の 他

他 会 計 繰 入 金

営 業 外 収 益収
　
益
　
的
　
収
　
支

地 方 債 償 還 金

総 費 用

他 会 計 へ の 繰 出 金

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

うち一時借入金利息

支 払 利 息

資
本
的
支
出

収
益
的
支
出

そ の 他

資 本 的 収 入

総 収 益

そ の 他

料 金 収 入

他 会 計 補 助 金

営 業 外 費 用

資 本 費 平 準 化 債

受 託 工 事 収 益

営 業 収 益

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

資
　
本
　
的
　
収
　
支

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

そ の 他

資
本
的
収
入

年 度
区 分

年 度
区 分



様式第２号（法非適用企業） 収支計画（R3年度） 特　地
（単位：千円、％）

前々年度 前年度 本年度

R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 R12年度 R13年度

収支再差引　　　(E)+(I) (J) 0 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(K)

(L) 12 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(M)

(J)-(K)+(L)-(M) (N) 12 8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(O)

黒 字 (P) 12 8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
赤 字 (Q) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

  (Q)
(B)-(C)

  (A)
(D)+(H)

地方財政法施行令第20条第１項

により算定した資金の不足額

(S) 3,839 3,945 3,915 3,900 3,900 3,900 3,900 3,900 3,900 3,900 3,900 3,900 3,900

((R)/(S)×100)
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(T)

(U)

(V)
3,891 3,839 3,945 3,915 3,900 3,900 3,900 3,900 3,900 3,900 3,900 3,900 3,900

((T)/(V)×100）
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(W)

(X) 39,946 35,695 32,129 29,124 26,813 24,696 23,011 21,292 19,538 17,749 15,924 14,063 12,165

○他会計繰入金
本年度

R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 R12年度 R13年度

収益的収支分 4,727 4,517 10,919 10,518 10,215 9,332 8,927 8,933 8,938 8,918 8,999 8,980 9,036

3,337 3,595 4,201 3,592 2,856 2,626 2,159 2,160 2,160 2,160 2,160 2,160 2,160

1,390 922 6,718 6,926 7,359 6,706 6,768 6,773 6,778 6,758 6,839 6,820 6,876
資本的収支分 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

4,727 4,517 10,919 10,518 10,215 9,332 8,927 8,933 8,938 8,918 8,999 8,980 9,036

0

100

(N)-(O)

健全化法施行令第17条により
算定した事業の規模

( )赤 字 比 率

収 益 的
収 支 比 率

( )

実 質 収 支

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

前 年 度 繰 上 充 用 金

前 年 度 か ら の 繰 越 金

積 立 金

形 式 収 支

0 0 0 0

100 100 100 100

0 0 0 0 0

100 100 100

合　　　　　計

地方財政法による
資金不足の比率

健全化法施行令第16条により
算定した資金の不足額

健全化法施行規則第6条に規定する
解消可能資金不足額

う ち 基 準 外 繰 入 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

他会計借入金残高

地方債残高

健全化法第22条に
より算定した資金
不足比率

営業収益－受託工事収益 (B)-(C)

(R)

0

100 100 100 100 100

0 0
×100

×100

年 度区 分

年 度
区 分



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

令和2年度全国平均

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。

経営比較分析表（令和2年度決算）
島根県　隠岐の島町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2)

242.82 57.10 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km

2
)

法非適用 下水道事業 特定地域生活排水処理 K2 非設置 13,866

処理区域内人口密度(人/km
2
) －

- 該当数値なし 1.77 100.00 3,848 242 0.12 2,016.67

平成15年供用開始で耐用年数内であり老朽化による
改善は実施していない。

2. 老朽化の状況

全体総括

特定地域生活排水処理事業は平成15年度から平成24
年度まで実施で今後企業債残高は減少する。

【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

①100%前後で推移しているが、使用料以外の収入に
依存している部分が大きい。

④新規設置は無いため,減少傾向。

⑤新規設置が無く、H29年度より、清掃後の給水を
給水車で行う運用となり委託料が増加したため、類
似団体と比較して低い。

⑥上記⑤同様でH29年度より、清掃後の給水を給水
車で行う運用となり委託料が増加したため、類似団
体と比較して低い。

⑦新規設置が無く、また人口減少等で使用水量が少
ないため、類似団体に比較して低い。

⑧類似団体に比較して高く100%である。

2. 老朽化の状況について
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【314.13】

【77.67】【57.83】【282.28】【58.42】

【-】

該当数値なし 該当数値なし

該当数値なし 該当数値なし


